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・発注者区分の「独立行政法人等」には独立行政法人のほか、国立大学法人、大学共同利用機関法人、特殊法人等が含まれ
ます。

 　東日本建設業保証株式会社

お問い合わせ先：業務部業務サービス課
　　電話　０３－３５５２－７５２８／FAX　０３－３５５２－７５３９

公 共 工 事 の 動 向
（令和3年11月）

　　◆ 利用上の注意

・集計は、当社が前払金保証契約を行なった日（保証契約日といいます。）を基準としており、 工事の請負契約日と保証契約
日との間には、若干のタイムラグ（概ね半月以内）が発生する 場合があります。

・当社が前払金保証を行なった工事について集計しています。



Ⅰ．全般の状況

　１．11月単月
　　請負金額が2桁の減少

（金額単位：億円）

-518 -22.7%

　当月の取扱は、件数が前年同月比－7.2％の10,412件、請負金
額が－18.3％の4,372億円となった。

件　数 10,412 11,221 -809 -7.2%

請負金額 4,372 5,349 -976 -18.3%

保証金額 1,762 2,280
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　２．4月～11月累計
　　請負金額が2桁の減少

（金額単位：億円）

保証金額 23,215 -3,701

件　数

請負金額

　１１月までの取扱は、件数が前年同期比－5.3％の99,703件、請
負金額が－13.6％の5兆9,255億円となっている。
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Ⅱ．発注者別状況

　１．11月単月
　　国で著しい減少

（金額単位：億円）

区 分
発注者 令和3年度 令和2年度

6

（Ａ） 国
　環境省、国土交通省などで減少した。
　環境省は福島地方環境事務所（－４９７億円）などで、国土交通省は東北地方整備局（－５９億円）などで
　減少した。

（Ｂ） 独立行政法人等
　東日本高速道路㈱などで減少した。

（Ｃ）都道府県
　東京などで増加したものの、岩手、群馬などで減少した。

（Ｄ）市区町村
　東京、富山などで増加したものの、神奈川、福島などで減少した。
　神奈川は横浜市（－５１億円）などで、福島は郡山市（－６０億円）などで減少した。

（Ｅ）地方公社
　名古屋高速道路公社などで減少した。

（Ｆ）その他

　東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会などで減少したものの、

　日本下水道事業団などで増加した。

国 582 1,159 -577 -49.8%

1,464 1,709 -244

-4.4%

-14.3%

-15.5%

請 負 金 額
増減額 増減率

252 299 -46

主    な   増    加 主    な  

環境省（-497）

国土交通省（-74）

 減    少

4,372 5,349 -976 -18.3%

　その他で微増となったものの、国で著しい減少、地方公社で大幅な減少、独立行政法人等、市区町村で２桁
の減少、都道府県でも低調となったため、全体としても－18.3％の減少となった。

合         計

東京オリンピック・パラリンピッ
ク競技大会組織委員会（-39）

そ   の   他 208 207 0 0.3% 日本下水道事業団（57）

福島（-49）
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法 人 等

市 区 町 村

都 道 府 県 1,791 1,872

地 方 公 社 73 100 -27 -27.1%

その他 207（3.9%） その他 208（4.8%）
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市区町村 1,709（32.0%）
市区町村 1,464（33.5%）

都道府県 1,872
（35.0%） 都道府県 1,791

（41.0%）

独法 299（5.6%）
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　２．4月～11月累計
　　国で大幅な減少

（金額単位：億円）

区 分
発注者 令和3年度 令和2年度

岩手（-493） 福島（-426）

宮城（-388）

6

（Ａ） 国
　法務省などで増加しているものの、環境省、国土交通省などで減少している。
　環境省は福島地方環境事務所（－２，７０６億円）などで、国土交通省は東北地方整備局（－６０８億円）などで
　減少している。

（Ｂ） 独立行政法人等
　中日本高速道路㈱などで増加しているものの、都市再生機構、鉄道建設・運輸施設整備支援機構などで
　減少している。

（Ｃ）都道府県
　愛知、岐阜などで増加しているものの、岩手、福島、宮城などで減少している。

（Ｄ）市区町村
　東京、神奈川などで増加しているものの、宮城、福島などで減少している。
　宮城は気仙沼市（－２０８億円）などで、福島は郡山市（－１１０億円）などで減少している。

（Ｅ）地方公社
　神奈川県住宅供給公社などで増加しているものの、名古屋高速道路公社などで減少している。

（Ｆ）その他
　日本下水道事業団などで増加しているものの、東京二十三区清掃一部事務組合などで減少している。

増減額 増減率 主    な   増    加 主    な   減    少

国 8,770 11,866 -3,095 -26.1%

都市再生機構（-676）

請 負 金 額

-1,598 -19.3%
鉄道・運輸機構（-361）

法務省（48）

中日本高速道路（126）

環境省（-2,696）

国土交通省（-361）

-1,349 -6.6% 愛知（264） 岐阜（240）

独 立 行 政
法 人 等

6,676 8,274

都 道 府 県 19,096 20,445

東京（180） 神奈川（130）

地 方 公 社 729 737 -8 -1.1% 神奈川県住宅供給公社（54）

市 区 町 村 20,989 23,526 -2,536 -10.8% 宮城（-661） 福島（-395）

　国、その他で大幅な減少、独立行政法人等、市区町村で２桁の減少、都道府県で低調、地方公社でも微減
となっているため、全体としても－13.6％の減少となっている。

日本下水道事業団（80）
東京二十三区清掃一部事務
組合（-634）

合         計 59,255 68,619 -9,364 -13.6%

そ   の   他 2,993 3,769 -776 -20.6%

名古屋高速道路公社（-67）

-40%

-30%

-20%

-10%

0%

10%

-10,000

-7,500

-5,000

-2,500

0

2,500

国
法
人
等

独
立
行
政

都
道
府
県

市
区
町
村

地
方
公
社

そ
の
他

合

計

増減額（左目盛）

増減率（右目盛）
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Ⅲ．工事場所別状況

　１．11月単月
　　東北で著しい減少

（金額単位：億円）

区 分

地 区 令和3年度 令和2年度

東   北 938 1,777 -838 -47.2% 秋田（52） 青森（4） 2 福島（-584） 岩手（-169） 4

関   東 2,211 2,223 -11 -0.5% 東京（118） 千葉（38） 3 群馬（-87） 神奈川（-61） 4

甲信越 310 342 -32 -9.4% 山梨（14） 1 長野（-44） 新潟（-2） 2

北   陸 217 196 21 10.8% 富山（49） 石川（30） 2 福井（-58） 1

東   海 585 705 -120 -17.0% 岐阜（4） 1 愛知（-70） 三重（-32） 3

その他 108 104 4 4.4% ※表中の「＋」列は増加箇所数、「－」列は減少箇所数を表す。

合   計 4,372 5,349 -976 -18.3% 6

（Ａ） 東北地区

　秋田、青森で増加したものの、福島、岩手などで減少した。

　福島は国（－４８６億円）などで、岩手は県（－９３億円）などで減少した。

（Ｂ） 関東地区

　東京、千葉などで増加したものの、群馬、神奈川などで減少した。

　群馬は市町村（－３８億円）などで、神奈川も市町村（－５４億円）などで減少した。

（Ｃ）甲信越地区

　山梨で増加したものの、長野、新潟で減少した。

　長野は県（－２５億円）などで、新潟も県（－４億円）などで減少した。

（Ｄ）北陸地区

　福井で減少したものの、富山、石川で増加した。

　富山は県（＋２６億円）などで、石川は国（＋２１億円）などで増加した。

（Ｅ）東海地区

　岐阜で増加したものの、愛知、三重などで減少した。

　愛知は地方公社（－３６億円）などで、三重は市町（－１２億円）などで減少した。

　北陸で２桁の増加となったものの、東北で著しい減少、東海で２桁の減少、甲信越で低調、関東でも微減となった
ため、全体としても－18.3％の減少となった。

 減    少 －増減率 主    な   増    加 ＋ 主    な  
請 負 金 額
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　２．4月～11月累計
　　東北で著しい減少

（金額単位：億円）

区 分

地 区 令和3年度 令和2年度

東   北 12,149 18,036 -5,887 -32.6% 青森（125） 山形（83） 2 福島（-3,670） 宮城（-1,162） 4

関   東 26,410 28,671 -2,260 -7.9% 神奈川（775） 埼玉（206） 2 東京（-2,230） 千葉（-293） 5

甲信越 5,263 5,486 -223 -4.1% 山梨（105） 1 長野（-270） 新潟（-58） 2

北   陸 3,816 4,059 -243 -6.0% 富山（72） 1 福井（-294） 石川（-21） 2

東   海 10,264 11,021 -757 -6.9% 岐阜（98） 1 静岡（-568） 愛知（-267） 3

その他 1,350 1,342 7 0.6% ※表中の「＋」列は増加箇所数、「－」列は減少箇所数を表す。

合   計 59,255 68,619 -9,364 -13.6% 6

（Ａ） 東北地区

　青森、山形で増加しているものの、福島、宮城などで減少している。

　福島は国（－２，８２８億円）などで、宮城は市町村（－６６１億円）などで減少している。

（Ｂ） 関東地区

　神奈川、埼玉で増加しているものの、東京、千葉などで減少している。

　東京は独立行政法人等（－１，３６１億円）などで、千葉も独立行政法人等（－２１６億円）などで減少している。

（Ｃ）甲信越地区

　山梨で増加しているものの、長野、新潟で減少している。

　長野はその他（－１５４億円）などで、新潟は市町村（－２２９億円）などで減少している。

（Ｄ）北陸地区

　富山で増加しているものの、福井、石川で減少している。

　福井は独立行政法人等（－１８４億円）などで、石川も独立行政法人等（－９４億円）などで減少している。

（Ｅ）東海地区

　岐阜で増加しているものの、静岡、愛知などで減少している。

　静岡は独立行政法人等（－３５５億円）などで、愛知は市町村（－３４１億円）などで減少している。

＋ 主    な   減    少 －

　東北で著しい減少、関東、甲信越、北陸、東海でも低調となったため、全体としても－13.6％の減少となっている。

請 負 金 額
増減額 増減率 主    な   増    加
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その他 1,342（2.0%） その他 1,350（2.3%）

東海 11,021（16.1%） 東海 10,264（17.3%）

北陸 4,059（5.9%） 北陸 3,816（6.4%）

甲信越 5,486（8.0%） 甲信越 5,263（8.9%）

関東 28,671（41.8%）
関東 26,410（44.6%）

東北 18,036（26.3%）

東北 12,149（20.5%）
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参考１　工事場所別状況（詳細版）

（金額単位：億円）

令和3年度
（11月単月）

令和2年度
（11月単月）

令和3年度
（4月～11月累計）

令和2年度
（4月～11月累計）

青　 　　森 64 59 4 8.2% 1,646 1,520 125 8.3%
岩　 　　手 64 234 -169 -72.4% 1,807 2,947 -1,140 -38.7%
宮　 　　城 262 351 -89 -25.3% 2,422 3,584 -1,162 -32.4%
秋　 　　田 246 193 52 27.2% 1,301 1,425 -123 -8.7%
山　 　　形 44 96 -52 -54.5% 1,481 1,397 83 6.0%
福　 　　島 255 840 -584 -69.5% 3,491 7,161 -3,670 -51.3%
茨　　 　城 306 282 23 8.5% 2,837 3,101 -263 -8.5%
栃　　 　木 122 161 -38 -24.0% 1,643 1,907 -264 -13.9%
群　　 　馬 60 148 -87 -59.1% 1,404 1,595 -190 -11.9%
埼　　 　玉 268 273 -4 -1.6% 3,517 3,311 206 6.2%
千　 　　葉 256 218 38 17.4% 2,911 3,205 -293 -9.2%
東　　 　京 876 758 118 15.6% 8,528 10,759 -2,230 -20.7%
神　奈　川 320 381 -61 -16.1% 5,566 4,790 775 16.2%
山　　 　梨 88 73 14 19.9% 1,153 1,048 105 10.0%
長　　 　野 91 136 -44 -32.9% 1,848 2,118 -270 -12.7%
新　 　　潟 129 132 -2 -1.6% 2,260 2,319 -58 -2.5%
富　 　　山 92 43 49 114.0% 1,117 1,045 72 6.9%
石　　 　川 98 68 30 44.3% 1,446 1,467 -21 -1.5%
福　 　　井 26 85 -58 -68.8% 1,252 1,546 -294 -19.0%
静　 　　岡 157 179 -21 -12.0% 2,969 3,537 -568 -16.1%
愛　　 　知 228 299 -70 -23.6% 3,933 4,200 -267 -6.4%
岐　　 　阜 128 123 4 4.0% 2,008 1,909 98 5.2%
三　　 　重 69 102 -32 -32.0% 1,354 1,374 -20 -1.5%
そ　の　他 108 104 4 4.4% 1,350 1,342 7 0.6%
合　　　計 4,372 5,349 -976 -18.3% 59,255 68,619 -9,364 -13.6%

東

海

工 事 場 所

区  分

東

北

関

東

甲
信
越

北

陸

増　減　額 増　減　率 増　減　額 増　減　率
請　負　金　額 請　負　金　額
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参考２　請負金額階層別状況

１．11月単月
（金額単位：億円）

区 分 構 成 比
請負金額階層 請 負 金 額 構 成 比 請 負 金 額 構 成 比 増 減

1,000万円未満 219 5.0% 235 4.4% -15 -6.8% 0.6
2,000万円未満 381 8.7% 395 7.4% -13 -3.5% 1.3
5,000万円未満 816 18.7% 872 16.3% -55 -6.3% 2.4
小    計 1,417 32.4% 1,502 28.1% -84 -5.7% 4.3
１億円未満 581 13.3% 697 13.0% -115 -16.6% 0.3
２億円未満 603 13.8% 654 12.2% -50 -7.8% 1.6
５億円未満 637 14.6% 860 16.1% -223 -26.0% -1.5
小    計 1,822 41.7% 2,212 41.4% -390 -17.6% 0.3
１０億円未満 269 6.2% 383 7.2% -114 -29.8% -1.0
１０億円以上 863 19.7% 1,250 23.4% -387 -31.0% -3.7
小    計 1,132 25.9% 1,634 30.5% -501 -30.7% -4.6
合    計 4,372 100.0% 5,349 100.0% -976 -18.3%

２．4月～11月累計
（金額単位：億円）

区 分 構 成 比
請負金額階層 請 負 金 額 構 成 比 請 負 金 額 構 成 比 増 減

1,000万円未満 1,720 2.9% 1,859 2.7% -138 -7.4% 0.2
2,000万円未満 3,187 5.4% 3,321 4.8% -134 -4.1% 0.6
5,000万円未満 8,394 14.2% 8,772 12.8% -377 -4.3% 1.4
小    計 13,302 22.5% 13,953 20.3% -650 -4.7% 2.2
１億円未満 8,698 14.7% 9,130 13.3% -431 -4.7% 1.4
２億円未満 9,175 15.5% 9,223 13.4% -48 -0.5% 2.1
５億円未満 10,301 17.4% 11,582 16.9% -1,280 -11.1% 0.5
小    計 28,175 47.5% 29,936 43.6% -1,760 -5.9% 3.9
１０億円未満 4,910 8.3% 5,495 8.0% -584 -10.6% 0.3
１０億円以上 12,866 21.7% 19,234 28.0% -6,368 -33.1% -6.3
小    計 17,776 30.0% 24,729 36.0% -6,952 -28.1% -6.0
合    計 59,255 100.0% 68,619 100.0% -9,364 -13.6%

令　和　3　年　度 令　和　2　年　度
増　減　額 増　減　率

大
規
模

中
規
模

令　和　3　年　度 令　和　2　年　度
増　減　額 増　減　率

小
規
模

小
規
模

大
規
模

中
規
模
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参考３　資本金階層別状況

１．11月単月
（金額単位：億円）

区 分 構 成 比

資本金階層 請 負 金 額 構 成 比 請 負 金 額 構 成 比 増 減

５,000万円未満 2,038 46.6% 2,302 43.0% -264 -11.5% 3.6

１億円未満 504 11.5% 584 10.9% -80 -13.7% 0.6

３億円未満 213 4.9% 212 4.0% 0 0.3% 0.9

小    計 2,756 63.0% 3,100 58.0% -343 -11.1% 5.0

１０億円未満 113 2.6% 208 3.9% -94 -45.5% -1.3

１０億円以上 797 18.2% 894 16.7% -97 -10.9% 1.5

小    計 910 20.8% 1,102 20.6% -192 -17.4% 0.2

　共  同  企  業  体 705 16.1% 1,146 21.4% -440 -38.5% -5.3

合    計 4,372 100.0% 5,349 100.0% -976 -18.3%

２．4月～11月累計
（金額単位：億円）

区 分 構 成 比

資本金階層 請 負 金 額 構 成 比 請 負 金 額 構 成 比 増 減

５,000万円未満 24,977 42.2% 26,614 38.8% -1,636 -6.1% 3.4

１億円未満 7,516 12.7% 7,987 11.6% -471 -5.9% 1.1

３億円未満 3,311 5.6% 3,350 4.9% -39 -1.2% 0.7

小    計 35,805 60.4% 37,952 55.3% -2,147 -5.7% 5.1

１０億円未満 2,031 3.4% 1,862 2.7% 168 9.1% 0.7

１０億円以上 9,228 15.6% 11,366 16.6% -2,138 -18.8% -1.0

小    計 11,260 19.0% 13,229 19.3% -1,969 -14.9% -0.3

　共  同  企  業  体 12,189 20.6% 17,437 25.4% -5,247 -30.1% -4.8

合    計 59,255 100.0% 68,619 100.0% -9,364 -13.6%

令　和　3　年　度

令　和　3　年　度 令　和　2　年　度

中
小
規
模

大
規
模

増　減　額 増　減　率

増　減　額 増　減　率

令　和　2　年　度

中
小
規
模

大
規
模
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